ほぼ週刊コラム　Partnership論　その１５８
シリーズ：『米国Partnership税制勉強会』の振り返りと準備
第十五回勉強会（年表項目10：ビル・クリントン政権(1993-2001））の振り返り（１）：
freedomの付帯条件である「共通善への応分の応答責任感」は、

その初出が43年前の国連人間環境会議＠1972年ストックホルムだった。
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　やけに完成度が高いな、と思って調べたら案の定、四十年以上も熟成された概念だった。a greater sense of responsibility for the common good（共通善への応分の応答責任感）、即ち、freedom
を行使する場合の付帯条件、これがこの様に明確な言葉をもって現れたのは、今から43年も前のことと分かった。
　43年前の国連人間環境会議＠1972年ストックホルムの会議初日、Secretary-General of the ConferenceであるMaurice F. Strong は、minutesの41項にある様に、会議全般を見越して必要となるだろう4点を挙げた。その一点目「主権の新たな在り方」：
(a) New concepts of sovereignty, based not on the surrender of national sovereignties but on better means of exercising them collectively, and with a greater sense of responsibility for the common good;
和訳すると、
(a) 主権の新たな在り方。それはnationl
（nationを構成する人々）が持つ主権を明け渡すことに基づくものではない。nationlが持つ主権を、共通善への応分の応答責任感を伴ってcollectivelyに行使する、より良い方法に基づいている。
に、初めてこのa greater sense of responsibility for the common good（共通善への応分の応答責任感）という言い回しは現れた。この言い回しをGoogleで“Laudato Si’”を除外して検索すると 8 件(0.47 秒)しかヒットしない。確かに良く知られた表現とは言えなかった。しかしLaudato Si’で紹介された今、約 10,200 件 （0.37 秒）もヒットするほど、このa greater sense of responsibility for the common goodは一般的な言い回しになっている。
　Laudato Si’のVatican公式各国語訳から、各言語での表現を拾っておこう。

英語：　　　  a greater sense of responsibility for the common good
アラビア語：  يستوجب مسؤولية أكبر تجاه الخير العام
（それは共通の利益に向けてより大きな責任が必要です、とGoogleでは和訳された部分）

フランス語：  en même temps plus de responsabilité pour le bien commun
ドイツ語：    mehr Verantwortlichkeit für das Gemeinwohl
イタリア語：  più responsabilità verso il bene commune

ポーランド語：większej odpowiedzialności za dobro wspólne
ポルトガル語：mais responsabilidade pelo bem comum
スペイン語：  más responsabilidad por el bien común
　アラビア語がVatican公式訳にあるのはとても珍しい。そこにはIslamic stateに集まる若者達にも読んでもらおうという意図があるのかもしれない。並並ならぬ意欲が感じられる。今後ますますこのfreedomの付帯条件は普及し、Romano Guardiniの言うa more genuine freedom（もっと本物のfreedom。Laudato Si’和訳第105,108段落参照方）が世界中に根付いていくことだろう。
　しかし日本ではこの手の議論が現在に至っても始まりもしない
。その原因は何だろうか？ ちょうど受講者のお一人から、これを考えるきっかけをくれるメールが来た。それは：
「丸山真男の、「である」ことと「する」こと、で「自由」について論じています。そこでの「自由」は専らリバティについて論じているようで、実は、フリーダムについてこそ言っているようにも思えます。」…というメールだ。
　私のResは：

　-------「である」ことと「する」こと、は丸山真男1958年の講義を元に1961年に岩波新書『日本の思想』で収録したものだそうです。

liberty freedom論争は、1524年1525年のエラスムスとルターの自由意志論争に端を発すると言って良いと思いますがハッキリと意識されたのは第二次世界大戦後でしょう。

例えば、「freedomに伴うべき規範（norm）は、誰かから申告された必需（alleged necessity）から導出されるもの、または、効用（utility）、安全保障（security）から導出されるものだけだ、 と考えるのが一般的です。」とRomano Guardiniが批判的に指摘したのは、丸山と同じく1958年のことです。

丸山が「専らリバティについて論じているようで、実は、フリーダムについてこそ言っているようにも」思える。この曖昧さは戦争直後のその時代無理からぬことだと思います。
当時はカトリック社会思想専門家ですらlibertyとfreedomを峻別していなかったのです。

むしろその時代、ここまでこの問題をとらえていた丸山は流石というべきでしょう。

問題なのは、西洋がこの問題意識を持ち続けてlibertyとfreedomを峻別し、冷戦終結後には社会全体でlibertyからfreedomへ舵を切ったのに対し、日本は、丸山など幾人かがこの問題意識を持っていたにもかかわらず、深掘りすることがなかったことだと思います。

 深掘りに至らなかった原因は、丸山『日本の思想』189頁も指摘している様に、日本では「まず先に法律や制度の建て前があってそれが生活の中に降りてくるという実感が強く根を張っていて、その逆に、私たちの生活と経験を通じて一定の法や制度の設立を要求しまたはそれらを改めていくという発想は容易にひろがらない。」からでしょう。-------
　･･･というものだった。
　社会制度というものを、西洋は「人々が変えられるもの」ととらえ、日本は「人々が変えられないもの」ととらえている。
　一言で言うならば、18世紀西洋に起きた市民革命によって確立したpopular sovereignty（人々主権）が日本には根付いていない。別の言い方をすれば、先ほど脚注2で説明したnational sovereignty即ち「nationを構成する人々が持つ主権」を日本人は「国民主権」と誤訳して、「それなら日本にも整備した」とハヤトチリないし勘違いしてしまった。そして冒頭で説明した1972年の「主権の新たな在り方」提案などに見られる様な、西洋社会制度の大きな変化を見過ごしてしまった。
　このハヤトチリないし勘違いの根底には、 (1) 江戸時代の鎖国令・キリスト教禁教令による「270年間の島国閉鎖系での比較的平穏なhomogeneous状態」、(2) 突然の西洋列強の来襲、がある。「泰平の眠りを覚ます上喜撰
 たつた四杯で夜も眠れず」の状況がある。
つまり、ぐっすりと寝込んでいた所を突然に襲われたことで「だらしないぞ日本人」と慌てて自覚したことが「焦り」を生み、その「焦り」が西洋への「過剰適応」を生み、その「過剰適応」がハヤトチリないし勘違いを生んだのだ。
日本は、西洋的社会制度の「鵜呑み」をしたとも言える。その結果日本人は「近代への疑問」をキチンと持てなかった。
どういうことかというと、西洋人達は、横暴な近代化を世界中の植民地に押しつけている最中も、その心の底で「近代への疑問」を保っていた。例えば、コラム１２０で紹介した教皇レオ十三世、コラム１２１で紹介したマックス・ウェーバー、あるいはコラム１３４で紹介したケインズも、この「近代への疑問」を持ち続けた西洋人だった。

日本人達はただ闇雲に「西洋に追いつき追い越せ」を求め、そこに「疑問」や「全面的改変」の余地を残せなかった。
その結果が、丸山の言う「である」社会。硬直した社会。丸山『日本の思想』189頁：
---- 本当に「おそれ」なければならないのは、議会否認の風潮ではなくて、議会政治がちょうどかつての「國體」のように、否定論によってきたえられないで、頭から神聖触るるべからずとして、その信奉が強要されることなのです。およそタブーによって民主主義を「護持」しようとするほどこっけいな倒錯はありません。タブーによって秩序を維持するのは、古来あらゆる部族社会 --- 「である」社会の原型 --- の本質的な特徴にほかならないのです。 ----
この様な社会が日本にもたらされた。

　原因と経過は確認できた。となると「治療法」「処方箋」を考察する段になる所だが、フランシスコ教皇も言っていた様に「一定の処方箋は存在しない」というのが本当だろう。

　一人一人がそれぞれにとっての一大ショックを受け、「このままではダメだ」「根本的に変えよう」
と思い、そうして人心一変を遂げた人間が或る一定量に達しない限り、libertyからfreedomへの切り替えは起こらないだろう、としか言えない。
　見方を変えれば、もしお手軽な治療法なり処方箋があるならば、「失われた二十年」なんてことにはなっていなかったはず。
今週は以上。来週も請うご期待。
� フランシスコ教皇が今回の訪米で或るreligious libertyの会議に出席し、その� HYPERLINK "http://w2.vatican.va/content/francesco/en/speeches/2015/september/documents/papa-francesco_20150926_usa-liberta-religiosa.html" ��スピーチ�の中でfreedomを簡単にto live in accordance with one’s dignity（自らの尊厳に従って生きること）と定義している。シンプルで分かりやすい定義だ。


� nationalの一般的和訳は「国民」だ。確かにこれは「国」がnationだけを意味するならば適当だ。しかし� HYPERLINK "http://www.llc.ip.rcast.u-tokyo.ac.jp/Column%20hobo-shuukan/2015/20150716%20W150%20Laudato%20Si'%20chapter%20V%20rev3/20150716%20W150%20Laudato%20Si'%20chapter%20V%20rev7.doc" ��コラム１５０�で述べた様に、「国」はstateなのかnationなのかcountryなのかハッキリしないので、nationalを国民と和訳するのは適当ではない。もっともnationの定義自体が定まっていない。即ち� HYPERLINK "http://www.llc.ip.rcast.u-tokyo.ac.jp/Column%20hobo-shuukan/2015/20150624%20W147%20difference%20between%20state%20and%20nation/20150624%20W147%20difference%20between%20state%20and%20nation%20rev4.doc" ��コラム１４７�の脚注 3で述べた様に「sentiment of unity or fellow citizenship（心情的一体感ないし仲間意識）によってuniteされているa body of human beings。それは、人々が従属すべき単一のindependent governmentを必ずしも必要としない。幾つかのgovernmentを持つ場合もあるし、異なるnationalityに属するpersonsによって構成される一つのgovernmentを持つ場合もある。」という様に定まっていないのだから、nationalの適訳が無いのは致し方ない。せいぜいが「nationを構成する人々」といったところだろう。


� 1972年の国連人間環境会議には113カ国が参加したそうだ。勿論日本も参加している。当時この英語表現が日本でどう和訳されたのか、色々調べたが見つからなかった。恐らく、� HYPERLINK "http://www.unep.org/Documents.Multilingual/Default.Print.asp?DocumentID=97&ArticleID=1497" ��minutes�の41項(a) ：主権の新たな在り方、これに関心を寄せた日本人はいなかったのだろうと想像される。collectivelyの使い方も重要なのだがこれにも気づかなかったのだろう。


�　上喜撰とは緑茶の銘柄。これを蒸気船（黒船）にかけている。


� 断っておくと、「根本的に変える」というのは、例えば金融政策において「異次元」と言っている様な程度のものではない。先々週も言ったが、例えば「お金が介在しない経済」を発明するという様な、本当に「異次元」の発想の転換が必要だ。





4

